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 本報告では、第Ⅰ部において、雇用をめぐる危機的な現状を概観し、それを突破する方向とし

て、完全雇用を基本理念とする「雇用戦略」の考え方を提起する。これは、従来の雇用対策を積

み重ねた「雇用政策」と呼ばれる政策領域だけでなく、雇用に関わる政策を束ねる複合的政策と

しての戦略の必要性を問うものである。現在の悪化を辿る雇用情勢を打破するために、現状を単

なる不況に止まらない経済社会情勢の変化、時代のニーズへの対応が求められる働く環境の変化

と捉え、その重要性が認識されるべきものとして、「雇用戦略」の理念と目標の整理を試みた。 

 第Ⅱ部では、「雇用の近未来を構想するために」として「雇用戦略」構築のための必須の前提

条件として踏まえるべき主要課題と実証的考察について、八つの観点を専門の見地から検討し提

示する。ここに提示した「理念と目標」は、これらの検討結果と照らし合わせ検証されることを

予定している。 

第Ⅲ部では、この「雇用戦略」を構築する上での労働組合としての問題提起について、現時点

での基本問題をまとめている。 
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